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31.調査の概要

【本調査の目的】

わが国における個人の金融リテラシー（お金の知識・判断力）の状況を把握すること。
実施主体は、金融経済教育推進機構。2016年から３年おきに実施しており、今回で４回目の調査。

【調査対象・方法】
対象は、18～79歳の個人30,000人。回答者は、令和２年（2020年）国勢調査に基づき、都道府県

別に年齢層および男女の人口構成比とほぼ同一に割り付け。
インターネットによるアンケート調査。

【設問の特徴】
設問は、「金融リテラシー・マップ」※１の８分野※２に基づき、「金融知識・判断力」に関する正誤問題と
「行動特性・考え方等」といった金融リテラシーにかかる５４問で構成。５４問のうち４割程度は米国ＦＩＮＲ
Ａ（金融取引業規制機構）やＯＥＣＤなど海外機関による同種調査と比較可能な内容としている。

１．調査の概要

※１ 「最低限身に付けるべき金融リテラシー」の内容を具体化して、年齢層別に対応付けを行ったもの。金融経済教
育推進会議（事務局：金融経済教育推進機構）が作成。

※２ 家計管理、生活設計、金融取引の基本、金融・経済の基礎、保険、ローン・クレジット、資産形成、外部知見の活用。

【前回調査との主な変更点】

前回調査との主な変更点は以下の３点。

   ①ライフプランの多様化等を受けて、正誤問題（25問）のうち１問（Q13）を見直し。

   ②「金融経済教育を受けた」と認識している人に対し更問を新設（Q40、どこで受ける機会があったか）。

   ③足もとの環境変化や分かり易さの観点から、一部文言等を見直し。



42.設問の具体例

２．設問の具体例

✓ 知識問題の正答率から測定される「客観的」な金融リテラシー
のレベルとは別に、回答者本人が「主観的」に認識している金
融リテラシーのレベルを測定するために設定。

✓ この二つのリテラシーのレベルを比較し、「客観的評価」から
「自己評価」を差し引いたものを「金融リテラシーギャップ」
と呼称。このギャップが大きい（マイナス幅が大きい）ほど、
金融リテラシーのレベルに関する自己評価が客観的評価を上
回っていることを示す。

【金融知識・判断力を問う設問例】

【行動特性・考え方等を問う設問例】



5

（１）正誤問題の正答率

金融リテラシーの正誤問題（25問）の正答率（以下、「正答率」）は、全体で53.8％と前回
調査と比べ幾分低下した。

正答率は、前回調査と同様、年齢層が高いほど、また金融経済情報をみる頻度が高い
ほど、上昇している。

3.調査結果 （１）正誤問題の正答率

▽金融リテラシー・マップ分野別正答率

▽年齢階層別正答率

▽金融・経済情報をみる頻度別正答率



6 3.調査結果 （２）金融経済教育を受けたと認識している人の割合

▽金融経済教育を受けた人の割合

▽金融経済教育を受けた場所（2025年）

（年齢階層別）

（２）金融経済教育を受けたと認識している人※3の割合

金融経済教育を受けた人の割合は、8.7％と前回調査比増加した。地域別、年齢階層別
にみても、全般的に増加した。

金融経済教育を受けた場所については、「勤務先の従業員研修・セミナー」が半数程度を
占めた。

※3  「これまで、学校や大学の授業、勤務先の研修、その
他金融に関するセミナー等において家計管理や生活設
計、資産形成（NISA・iDeCo等）、金融トラブルの防止
などの「金融経済教育」を受ける機会（オンラインを含
む）はありましたか」 との問いに、「受ける機会があり、
自分は受けた」と回答した人。以下、「金融経済教育を
受けた人」という。

（地域別） ▽金融経済教育を求める声

―― 「金融経済教育」は学校
で行うべきと思いますか



7 3.調査結果 （２）金融経済教育を受けたと認識している人の割合

▽都道府県別 金融経済教育を受けたと認識している人の割合



83.調査結果 （３）金融経済教育の効果

▽金融経済教育の効果① 正答率

（3）金融経済教育の効果

 正誤問題の正答率をみると、いずれの年齢層でみても、金融経済教育を受けた人の方が
正答率が高い。

 また、前回調査比でみると、金融経済教育を受けた人が上昇している一方、受けていない
人は低下している。

(年齢・点数階層別）



93.調査結果 （３）金融経済教育の効果

▽金融経済教育の効果② 望ましい金融行動

（3）金融経済教育の効果

 年齢階層別でみても、金融経済教育を受けた人の方が高い。

 望ましい金融行動をとる人の割合※4も、金融経済教育を受けた人の方が高い。

※4 資産運用、借入れ、生保加入時に他の金融機関や商品と比較した人の割合。

▽金融経済教育の効果① 正答率（年齢階層別）

右側（色付）が金融経済教育を受けた人の正答率
左側（白抜）が金融経済教育を受けていない人の正答率



103.調査結果 （４）投資行動

リスク・テイク姿勢

（４）投資行動

期待収益率＋５％の投資案件の設問については、７割以上の人が「投資しない」と回答
しており、引き続き損失回避傾向は強い。もっとも、「投資する」との回答は調査回ごと
に増加している。

資産運用の経験に関する設問も、上記同様に、「資産運用を行った」との回答が調査回
ごとに増加している。

※5 運用に際して「比較したうえで、資産運用を行った」
「比較せず、運用を行った」と回答した人の割合を合計。

▽10万円を投資すると、半々の確率で２万円の値上が
り益か、１万円の値下がり損のいずれかが発生すると
します。あなたなら、どうしますか。

資 産 運 用

▽過去に１か月の生活費を超える金額のお金を運用した
ことがありますか。



113.調査結果 （４）投資行動

（４）投資行動

株式、投資信託または外貨預金・外貨MMFの金融商品ごとの購入経験についても、「購入
したことがある」との回答が、調査回ごとに増加している。

金融経済教育の有無別にみると、金融経済教育を受けた人の８割以上が、金融商品を購入
したことがあると回答しており、その比率は年齢層が高いほど上昇している。

この間、金融商品購入時に、その商品性をどの程度理解していたかをみると、株式や外貨
預金等では、商品性を理解せずに購入した人の割合が増加している。

金融商品の購入

▽金融商品購入者のうち、その商品性を理解せずに
購入した人の割合※7

▽金融商品を購入したことのある人の割合（商品別）

※7 各金融商品の購入に際して「商品性については、あまり理解していなかっ
た」「商品性については、理解していなかった」と回答した人の割合を合計。

▽金融商品を購入したことのある人の割合※6（年齢階層別）

※6 株式、投資信託、外貨預金・外貨MMFのいずれかを購入したことが
ある人の割合。



123.調査結果 （５）金融トラブル経験

▽金融トラブル経験者の割合（全体）
▽金融リテラシーギャップ（「客観的評価」ー「自己評価」）

と金融トラブル経験者の割合

（５）金融トラブル経験

正答率が低い層では、金融トラブル経験者の割合が高い。

金融経済教育の有無別にみると、金融経済教育を受けた人は、総じて自己評価が高く、
とくに金融リテラシーギャップのマイナス幅が大きい若年社会人は、金融トラブル経験者
の割合が高い。

▽金融トラブル経験者の割合（金融経済教育経験の有無別）



133.調査結果 （6）地域別分析

▽地域別正答率

▽正答率と
リテラシーギャップ
（「客観的評価」ー

「自己評価」）

（6）地域別分析

 地域別の正答率をみると、大半の地域で前回調査と比べ低下した。

 正答率の低い都道府県では、金融リテラシーギャップのマイナス幅が大きく、緊急時に備えた
資金を確保している人の割合が低い。

▽正答率と緊急時に
備えた資金確保



143.調査結果 （6）地域別分析

▽都道府県別 正答率

（6）地域別分析



153.調査結果 （7）国際比較

（注１） 海外との比較にあたっては、金融商品や金融サー
ビス、税制、教育制度等の面で事業が異なるため、
幅を持ってみる必要がある。

（7）国際比較

①米国との比較

 比較可能な正誤問題の正答率は、日本４６％に対して米国４９％。

 「金融経済教育を受けたことがある」と認識している人の割合は、日本９％に対して米国
１９％。「金融知識に自信がある人」（「とても高い」と「どちらかといえば高い」との
合計）の米国での割合は６４％と、日本の１３％を大きく上回っている。

（注2） 米国調査は、小数点第１位を公表していない。
このため、日本の計数もこれにあわせ、他表で小数
点第１位で表記している計数を四捨五入した整数
値を記載している。

（出典） FINRA Investor Education FOUNDATION “FINANCIAL
CAPABILITY IN THE UNITED STATES（ 6th Edition |
July 2025）”：正誤問題6問の正答率（平均）とその
内訳（年齢別、年収別、学歴別）の値については、出典
を基に当機構にて算出。



163.調査結果 （7）国際比較

（注１）今次調査で、比較対象可能な１１問全てに
回答した参加国数は３７か国。左記には、その
うち上位１５か国を掲載。

②OECDとの比較

 OECD調査参加国（平均）との比較では、日本は以下の赤丸の項目で下回った。知識、行動、
考え方の合計では、３７か国中１２位に相当。

（出典）OECD/INFE “2023 International 
Survey of Adult Financial 
Literacy”：調査の実施時期は国によっ
て区々。
「合計」、「知識」、「行動」「考え方」の集計

値は、出典を基に当機構で算出。

（注2）「金利」および「複利」の両方の設問に
正答した人の割合。

以 上
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